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Ａ. 研究目的 

障害者虐待防止法施行後３年が経過した中で

対応状況調査を通じてその実態が明らかになっ

てきている。特に虐待防止センターへの通報や

その対応など自治体の役割が重要であることが

示唆された。こうした状況を受けて、これまで

都道府県向けに開催してきた障害者虐待防止指

導者養成研修の内容等の見直しが必要となって

いる。 

本研究では、①研修課題の分析を行い、研修

の効果やプログラムおよび啓発について検証を

行う。②障害者虐待防止・権利擁護のさらに理

解が深まる効果的な研修プログラム及び研修実

施マニュアルパッケージの開発を行う。③研修

プログラムの効果測定と新たな視覚教材・実施

方法の開発、④全国での研修効果の均質化・標

準化を進めるためのネットワークや人材・教材

のデータバンク構築、研修スーパーバイズのモ

デル実践を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１）研修受講者の評価および課題の調査 

これまで行った研修について受講者対象のア

ンケート調査を分析し、研修の効果・課題に

ついて検証を行った。アンケート調査は過去

２年間の国研修を受講した受講者 700名を対

象に分析した。調査項目は、①養護者虐待の

防止に関する研修、障害者福祉施設従事者等
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による虐待の防止に関する研修、雇用者によ

る虐待防止に関する研修のついての効果と課

題、②現在の現場ニーズから見た研修課題と

今後の期待、③虐待の相談・通報に関わる研

修ニーズ等、④伝達研修の実施状況等から行

った。 

 

２）全国の都道府県が行った障害者虐待防止

指導者養成研修プログラムのアンケート調査

と研修分析 

全国の都道府県の虐待防止研修担当部署

（47か所）に対し、研修課題に関するアンケ

ート調査、および過去の研修プログラムと研

修資料の収集を依頼した。現在、32か所から

の返送があり、未返送の都道府県に追加の依

頼を行い年度内に全都道府県の資料を入手

し、分析した。 

 

３）区市町村の虐待防止センターおよび都道

府県の権利擁護センターに対するヒアリング

調査 

虐待通報受理に関する課題を明らかにすると

ともに、今後、効果的であると思われる受理

システムやバックアップシステムを実施して

いる区市町村・都道府県を8か所、抽出し、ヒ

アリング調査を実施した。聞き取り対象者は

虐待通報対応にあたる職員とした。8か所の選

定は以下の条件を勘案して行った。①顕著な

虐待事件が起こり、その対応を行った都道府

県あるいは区市町村のセンター、②効果的な

虐待通報システムを実践している区市町村の

センター、③通常の業務を行っている区市町

村のセンターである。主な調査項目は以下の

ようである。 

ａ障害者虐待防止センターの設置状況（直営

のみ、委託のみ、直営と委託の両方）と課

題、 

ｂ障害者虐待防止対応のための体制整備とそ

の課題、ｃ都道府県障害者虐待防止・権利擁

護研修について 

 

４）事業所における虐待防止委員会の設置状

況に関する調査（第一次） 

全国の事業所1000か所に対し、虐待防止委

員会の設置状況に関する調査（第一次）を行

った。対象事業所の選定にあたっては事業所

種別ごとにランダム抽出を行った。調査項目

は、虐待防止委員会の設置、虐待防止研修に

実施に関する内容で構成した。 

 

５）「不適切な対応」「性的虐待」に関する

事例の収集 

 不適切な対応や性的虐待が発生する背景や

要因等を明らかにするために、これらが起こ

っていると考えるあるいは起こった事業者や

法人および保護者に協力を得て事例収集と分

析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

福祉サービス機関や行政の職員を対象とし

たアンケートおよび面接調査等に関しては、

個人情報の保護に十分留意し「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」を遵守し、

研究代表者（堀江まゆみ）の所属する機関の

倫理審査委員会に調査研究実施の申請を行

い、承認を受けた（201813号、201820号）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）研修受講者の評価および課題の調査 

受講者の研修評価はおおむね良好であった
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が、実践に直接関連のある研修内容を希望す

る者が多かった。通報受理の窓口対応の方法

について、虐待認定の具体的事例、事業所に

おける職員にメンタルヘルスなどの研修ニー

ズが高かった。 

 

２）全国の都道府県が行った障害者虐待防止

指導者養成研修プログラムのアンケート調査

と研修分析 

47か所中、32か所からアンケート調査および

資料の提供を得ることができた。32か所中、

21か所では、国研修とほぼ同様なプログラム

で実施していたが、短縮日数での実施のため

一部のプログラムも少なくなかった。研修実

施に当たっての課題は、講師等の人材確保が

難しい、研修教材が入手しにくい、研修日数

の確保が困難、などが挙げられた。 

 

３）区市町村の虐待防止センターおよび都道

府県の権利擁護センターに対するヒアリング

調査 

 各地の実施状況に関してヒアリングを進め

た。課題として、一般市民への周知が不十

分、専門職員の確保の困難さ、障害者以外の

児童、高齢者、DVとのネットワーク、被虐待

者の保護について、相談対応や相談機関の体

制について、虐待事例の調査対応についての

専門職の参加などが挙がっていた。今後も分

析を進めることとする。 

 

４）事業所における虐待防止委員会の設置状

況に関する調査（第一次） 

障害者福祉施設等で行われている虐待防止

策について、往復はがきによる質問紙調査を

実施した。調査対象は、障害者福祉施設従事

者等による障害者虐待の認定件数が多かった

６事業（障害者支援施設2,596施設、共同生活

援助7,701事業所、生活介護9,964事業所、就

労継続支援B型11,422事業所、就労継続支援A

型3,768事業所、放課後等デイサービス11,565

事業所）及び、虐待認定件数の増加が著しか

った療養介護251施設の中から、2段階抽出に

より各200カ所（合計1,400カ所）を調査対象

とした。 

虐待防止委員会を設置していない比率が高

かったのは、共同生活援助57.9%、就労継続支

援A型68.0%、就労継続支援B型60.0%、放課後

等デイサービス54.9%であった。内部の障害者

虐待防止研修を実施していない事業種別とも

重なるため、虐待防止委員会の設置により内

部の虐待防止研修の実施率を高めることがで

きる可能性がある。 

障害者福祉施設等において、虐待を受けた

と思われる障害者を発見した場合、すべての

事業種別において、50%以上が設置者や管理者

に報告した後通報するルールとなっていた。

職員が通報するルールがあるのは、複数回答

を含めて30%程度であった。 

 平成29年度障害者虐待対応状況調査の結果

によれば、障害者福祉施設従事者等による障

害者虐待の相談・通報・届出者は、当該施

設・事業所職員18.2%、当該施設・事業所設置

者・管理者11.4%となっており、職員からの通

報が多い。施設・事業所のルールでは、50%以

上が設置者、管理者に報告した上で行政に通

報するという調査結果から、設置者・管理者

の報告したところ通報がなされなかったため

に、やむを得ず職員が通報する事案があるこ

とが考えられる。        

施設内虐待の防止に向けた調査と研修の組
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み立てにあたっては、管理者、サービス管理

責任者、それ以外の職員という立場の違う職

員が虐待防止研修を受講することを念頭に、

受講者が伝達研修しやすい内容にすること、

虐待防止委員会の設置を促進する内容にする

こと、通報義務を適切に果たすことの重要性

を盛り込んだ研修プログラムにすることなど

が考えられる。  

 

５）「不適切な対応」「性的虐待」に関する

事例の収集 

 不適切な対応に関しては124事例が収集され

た。社会福祉法人Ａが運営する障害者事業所

から得られた「虐待事例あるいは不適切事

例」を分析し、虐待を未然に防ぐために、ま

た、潜在的な不適切対応を早期に気づき改善

するために研修で取り上げるべき事例を分析

し今後の課題を検討した。その結果、「手を

引っ張る（身体的虐待）」「交換条件を出し

てやらせる（心理的虐待）」等の明らかな虐

待事例に加えて、実践現場では「やるべき適

切な対応が不足していた（ネグレクト）」

「本人の意思に反した支援を行った（意思決

定支援の欠如）」等が虐待を起こさないため

に改善すべき事例として課題となっているこ

とが明らかになった。性的虐待は被虐待者の

保護者や虐待を起こした事業所にヒアリング

を実施しており10事例の収集を行った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、①事業所における虐待防止委員

会や通報ルートの分析、虐待・不適切事例の分

析を研修課題の分析を行い、事業所において虐

待を防止し、適切な対応を行うための研修の在

り方や効果的なプログラム研修作成を行うため

の基礎資料を得ることができた。さらに、②都

道府県の権利擁護センターよび市町村の虐待防

止センターの通報受理に関わる課題や支援シス

テムに関する好事例を聞き取り調査で得ること

ができた。今後、国研修としておこなうべき障

害者虐待防止・権利擁護研修に関して、より理

解が深まる効果的な研修プログラム及び研修実

施マニュアルパッケージの開発を行うことが必

要であることが明らかになった。 

 

Ｅ．結論 

今後、研修プログラムの効果測定と新たな

視覚教材・実施方法の開発を進めながら、④

これらを全国での研修効果の均質化・標準化

を進めるためのネットワークや人材・教材の

データバンク構築、研修スーパーバイズのモ

デル実践を行うこととしたい。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 3.その他 

 特になし 

 


